
１． 地球温暖化時代に対応した農業分野における
新たな水政策についての概念整理

荘林幹太郎・末松 広行

地球温暖化は，気温の上昇のみならず，洪水や干ばつなどの
極端な気象現象の頻度や程度を増大させる可能性が高い。加え
て，温暖化の進行に伴い農家は，その他の多くの不確実性に直
面する。本報では，とくに農業用水に着目して，農家が干ばつ
などに係る不確実性の増大に伴う経営上のリスクを効果的，効
率的に管理できるような政策について概念的な観点から論じ
た。具体的には，今後の農業分野における新たな水政策の方針
として，かんがい事業においては，その事業開始についての申
請同意制度は不要とし，事業や管理に要する経費について事後
的料金制度を導入すること，これらに伴い事業を効率的に進め
るための仕組みを導入することについての検討をすることが必
要であるとした。

（水土の知７６―１１，pp．３～８，２００８）
地球温暖化，不確実性，水政策，事後的料金制度

２． 帯水層を利用した地球温暖化緩和技術

石田 聡・稲本 暁・小林 郁雄・今泉 眞之

地球温暖化を緩和する技術として，帯水層蓄熱技術を紹介す
る。この技術は帯水層に冷温水を涵養し，半年後に回収して熱
源として利用するもので，約３万トンの温水を涵養した実験
では，４３％の熱エネルギーを回収することができた。エネル
ギーの回収率は涵養から回収までの期間，涵養量などによって
変化する。また回収水を熱源とした育苗試験を行い，電気エネ
ルギーを利用した栽培と同等の効果を確認した。本技術は，回
収水を施設園芸等の熱源として利用することにより，加温装置
に使用する化石燃料や冷房に使用する電力の低減を可能とする
もので，温室効果ガス排出削減対策の一つとして期待される。

（水土の知７６―１１，pp．９～１２，２００８）
地球温暖化，帯水層蓄熱技術，地下水，人工涵養，代替

エネルギー

３． 消化液を液肥利用するメタン発酵システムによる
温室効果ガス削減効果

中村 真人・柚山 義人・山岡 賢

藤川 智紀・清水 夏樹

千葉県香取市で著者らが行っているメタン発酵を中心とした
バイオマス利活用の実証試験の実測データを用い，消化液を液
肥として利用するメタン発酵システムの温室効果ガス排出量の
削減効果を検証した。その結果，メタン発酵システムにコジェ
ネ型発電機などを導入し，消化液の散布範囲を適切に設定すれ
ば，液肥利用型メタン発酵システムは CO２排出量を削減でき
るシステムであることが示された。また，液肥利用型のシステ
ムは消化液を液肥として利用せず，排水処理して河川放流する
システムに比べて CO２排出量が少ないシステムであると試算
された。

（水土の知７６―１１，pp．１３～１６，２００８）
LCA，地球温暖化，バイオマス，亜酸化窒素，メタン発

酵，消化液

４． 農業農村における小水力発電

降籏 英樹

地球温暖化が社会的課題となる中，低炭素社会の構築に向け
地球規模での取組みが進められている。水力発電は，発電の際
に二酸化炭素を排出せず，発電の資源を他国に依存しない純国
産のクリーンなエネルギーであるという特徴を有しており，特
に，わが国の農村部における農業用排水施設のもつ包蔵水力エ
ネルギーは未開発の地点が多く，今後の普及に対し期待が大き
い。本報では，今後の農業農村分野での水力発電（小水力発電）
の普及に向けて，現在の政府の動き，小水力発電の現状，今後
の展開に向けての課題等について紹介する。

（水土の知７６―１１，pp．１７～２０，２００８）
小水力発電，地球温暖化，低炭素社会，自然エネル

ギー，RPS法

農業農村工学会誌第７６巻１１号 報文・行政の窓・技術リポート内容紹介

小特集 地球温暖化対策と農業農村工学技術

特集の趣旨
地球温暖化問題への取組みの科学的基礎を作り上げ，平成１９年にゴア前米国副大統領とともにノーベル平和賞を受賞
した国連気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の報告書によれば，気候システムに温暖化が起こっており，その原因
は，人為起源の温室効果ガスの増加であるとほぼ断定されています。地球温暖化は加速的に進行しており，農林水産業に
も深刻な影響を及ぼすと予測されています。
このような地球温暖化問題に対処するため，京都議定書において，２００８年から２０１２年までの第１約束期間に各国が
取り組むべき温室効果ガス排出削減の約束が定められ，わが国については，６％の削減が定められました。また，わが
国の農林水産業においても，「農林水産省地球温暖化対策総合戦略」や「バイオマス・ニッポン総合戦略」など，地球温
暖化防止に向けた取組みがなされているところです。さらに，地球温暖化に起因する熱帯雨林の急激な減少から生物多様
性保全を行うため「農林水産省生物多様性戦略」が策定されました。
農業農村整備事業においても，環境配慮の取組みが展開されておりますが，本小特集では，二酸化炭素削減など地球温
暖化防止策に焦点を当て，農業農村工学においてどのような地球温暖化対策に資する取組みが可能か，摘要事例や技術動
向，バイオマスの活用事例，生物多様性への繋がりなどに関する報文を紹介します。



（報文）
下水処理水の農業利用のための塩分対策

山下 正・山口 信司・石原 正一

地表水や地下水では必要な農業用水が確保できない場合，下
水処理水を再生し農業用水として利用することが考えられる。
沖縄本島南部に位置する島尻地区は，下水処理水を再生し農業
用水として生食用野菜等の栽培に利用しようとしているわが国
で最初の地区である。しかしながら，利用しようとしている下
水処理水は，下水管等からの海水浸入により塩素イオン濃度が
非常に高く，そのまま利用するには支障があると考えられてい
る。そのため，下水管等の塩分調査を行った上で，塩分対策す
なわち，塩分低下対策や高塩分時における営農方法等について
検討するとともに，その成果を踏まえた一般化のための指針を
考察した。

（水土の知７６―１１，pp．２１～２６，２００８）
下水処理水，再生水，海水浸入，塩素イオン濃度，管更

生，バイパス，耐塩性

（報文）
能登における水環境を生かした良食味米生産の可能性

早瀬 吉雄

田中國介は，良質米生産には，出穂頃に行う追肥の窒素抑制
栽培により，コメの蛋白含量を減らすことなどを指摘してい
る。追肥の窒素抑制栽培を行うには，灌漑用水自体の水質が問
題となるので，能都町山田川・寺田川流域の河川水質を採水分
析した結果，全窒素濃度は水質基準および新潟県別山川と比較
しても良好である。また，珠洲と湯沢・十日町における登熟期
の平均気温積算値の比較，平均日照時間，気温の寒暖の差など
の条件を比較検討した結果，能登には，魚沼と類似の稲作環境
があることが分かった。能登の海岸沿いより山間がさらに好適
であろう。米の反収を増やすよりも良食味米生産が可能であろ
う。

（水土の知７６―１１，pp．２７～３０，２００８）
能登，良食味米，全窒素，水質分析，稲作環境

（報文）
水路の水草内の流速測定

広瀬 慎一・瀧本 裕士・浜田 明

近自然水路工法においては，魚類を保全の対象にすることが
多い。魚類特に小魚の生息には流速を緩和し，産卵にも使われ
る水草の存在が不可欠である。富山県西部の農業排水路の玄手
川における調査の結果，表層水の流速が５０cm/sを超えると
トミヨの生息数が急激に減少することがわかっている。水生植
物の繁茂する底幅５．１mの玄手川で，電磁流速計を用いて詳
細に横断面の流速分布を測定した。１２回の観測結果から，水
草内の領域の平均流速は水草外の領域の平均流速の約３０％に
緩和されていることがわかった。

（水土の知７６―１１，pp．３１～３５，２００８）
巡航速度，突進速度，ナガエミクリ，バイカモ，コカナ

ダモ，トミヨ，電磁流速計，平均流速

（行政の窓）
「農村環境の保全に関する研究会」中間取りまとめ報告

本間 泰造・堀畑 正純・青山 健治・西野 篤範

地球温暖化対策も含めた近年の環境政策推進の気運の高まり
を踏まえ，今後の農業農村整備は，環境との調和への配慮の位
置づけをより明確にしていく必要がある。農村振興局では
２００８年に「農村環境の保全に関する研究会」を設置し，国内
外の農業・農村を取り巻く諸情勢の変化を踏まえつつ，農村環
境保全を推進する必要性や理念について改めてとりまとめを
行った。そして，農村環境の保全を契機とした「農村の総合的
な潜在力の発揮」に着目し，この潜在力が十全に発揮されるこ
とにより豊かで質の高い農村が実現されるとなどを議論した。
本報では，その概要について紹介する。

（水土の知７６―１１，pp．３７～４２，２００８）
農村環境保全，ストック，国連ミレニアム生態系評価，

農業生態系サービス，農村協働力

（技術リポート：北海道支部）
農業用用水路における緩傾斜型スクリーンによる

藻類・水草の捕捉

半澤 幸博・藏口 友宏

空知管内の農業用水路において発生した「藻類・水草」は，
農業用施設に対して水面上昇や流下能力不足，付着や絡みつき
による機能低下を引き起こし，維持管理面にかかる労力が膨大
になっているため，繁茂を許容した上での対策の検討に力点を
置き，最も被害の大きい除塵機への絡みつき対策として発生種
の特徴を考慮して，緩傾斜スクリーンを選定した。調査におい
てはスクリーンの勾配，バー間隔，形状について最適条件を検
討した結果，維持管理面にかかる労力を大幅に軽減することが
できた。本事例を参考として，各地域では実情に応じた条件検
討を行い，実例の対策工効果をケーススタディに反映させて充
実させていくことが望ましい。

（水土の知７６―１１，pp．４４～４５，２００８）
農業用用水路，藻類，水草，除塵機，緩傾斜スクリー

ン，省力化

（技術リポート：東北支部）
最上小国川地区におけるハーフコーン型魚道整備

下山 智弘・高橋 賢一

山形県の最上川水系は，「魚類の遡上環境の改善を積極的に
推進するモデル河川」に選定され，所管ごとに条件整備が行わ
れている。舟形町を流れる最上小国川は，見事な天然アユが釣
れることで知られ，解禁日は全国からの釣師で賑わうが，その
大堰頭首工において魚道改修工事を実施した。従来のバーチカ
ルスロット形式からハーフコーン形式に変更し改修することに
より，土砂の堆積状況や流況が大幅に改善されたほか，この夏
に実施された魚類遡上調査結果からは，改修前より多くの魚が
通過していることが推定された。本報では，コンクリート二次
製品を使うことで工期短縮とコスト縮減を図ったことや維持管
理の簡便性ついても報告する。

（水土の知７６―１１，pp．４６～４７，２００８）
魚道，魚類，遡上，ハーフコーン，アユ，サクラマス



（技術リポート：関東支部）
「川の国 埼玉」の実現へ

吉田 正宏

埼玉県は，河川や農業用水などの水辺面積が県土の５％を
占め全国４位，河川だけでは３．９％で全国１位である。この
川の資産を活用し，水辺を県民が親しめる空間にするため川の
再生に取り組むこととなった。県民誰もが川に愛着を持ち，ふ
るさとを実感できる「川の国 埼玉」を実現するため，県は「安
らぎとにぎわいの空間創出」と「清流の復活」を２本の柱と
した「川の再生基本方針」を策定し，「川の再生」に取り組む
こととしている。そして，川の再生が県民運動として県内各地
に広がり，川が地域の共有資産として広く県民に認識され，各
地で地域による持続的・自立的な維持管理が行われることを目
標としている。本報では，この目標の実現に向けた推進および
実施内容を紹介する。

（水土の知７６―１１，pp．４８～４９，２００８）
埼玉，川，農業用水路，再生，県民運動

（技術リポート：京都支部）
ほ場整備工事施工時における植物移植

三木 浩史

県営経営体育成基盤整備事業（ほ場）小浜東部地区について，
自然環境を保全するための環境配慮としていくつかの対策を実
施しているが，本報では，その中で工事実施時に行った植物移
植と移植先の造成（代償地創設）について，特に工事実施時に
専門家と工事施工業者との調整・連携により効率的に植物の移
植を行った事例を具体的な各種の植物ごとの移植手法（個体移
植・表土移植），代償地造成内容とともに紹介する。

（水土の知７６―１１，pp．５０～５１，２００８）
環境配慮，植物移植，個体移植，表土移植，代償地，移

植方法

（技術リポート：中国四国支部）
中村大王上地すべり防止区域における
排水トンネル施工による地下水位の低下

永瀬 健次・紺野 道昭

御荷鉾緑色岩類の破砕帯地すべりである中村大王上区域で，
排水トンネル工およびトンネル内の集水ボーリング工を施工し
た。その結果，周辺の地下水位観測孔で水位低下が確認され
た。地下水位低下の時期（トンネル本体・集水ボーリングの施
工捨て維持との関係）や明瞭度合いは，排水トンネル工からの
距離が類似していても観測孔によって異なる。また，トンネル
本体施工中の地下水位低下は，特定の観測孔で施工中の数日間
で急激に起きている。これらのことから，観測孔と繋がる「水
みち」に対策工が触れた段階で地下水位が低下すると思われ，
地山の地下水の流動は一様でなく，連続した断層破砕帯などの
「水みち」を主に流動していると考えられる。

（水土の知７６―１１，pp．５２～５３，２００８）
地すべり対策，排水トンネル工，地下水位低下，水み

ち，御荷鉾緑色岩類

（技術リポート：九州支部）
ほ場整備事業における絶滅危惧淡水魚「ヒナモロコ」

の保護対策

田中 一雄

福岡県が事業主体となって久留米市田主丸町において整備を
進めている，経営体育成基盤整備事業「竹野地区」は多様な生
態系が残っている地域である。事業計画時，２カ年にわたり生
態系調査を行ったところ，魚類で６種，鳥類で２種，植物で１
種の希少種が確認された。そのうち淡水魚ヒナモロコは，環境
省レッドデータブックにおいて最も絶滅が危惧されているⅠ A
類に指定されている上，日本でこの地域にしか生息が確認され
ていない。このため，県では研究者や民間の保護団体，地元農
家を含めた保護協議会を組織し，生息域拡大のための水路の構
造や放流について検討を行い，保護に関する対策を行った。本
報では，その概要について紹介する。

（水土の知７６―１１，pp．５４～５５，２００８）
絶滅危惧種，淡水魚，ヒナモロコ，生態系配慮，保護活

動
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